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明るい滋賀県政をつくる会（略称・明るい滋賀の会）


　　　520-0051　大津市梅林１丁目3-30　滋賀県労連内


　　　　電話077-521-2536　　ﾌｯｧｸｽ077-521-2534


　　　　　　　郵便振替口座01090-5-33926


　　　E-mail: � HYPERLINK "mailto:shigaken-roren@aqua.plala.or.jp" �shigaken-roren@aqua.plala.or.jp�（県労連宛）











　嘉田由紀子知事は、４月１日付けの第４２期滋賀県労働委員会労働者委員の任命にあたり、公平・公正であるべき行政の基本原則を踏みにじり、労働者委員５名全員を連合滋賀推薦者とする偏向任命を強行しました。


滋賀県は、第３１期から３９期に至るまで、連続９期１８年にわたって「連合」というただ一つの潮流のみを認知し、県労連などを一貫して排除してきました。第４０期と４１期は、「派遣切り」などが社会問題となる中で、知事の決断によって、５名中の１名に県労連などの推薦委員が任命されました。しかし今期は、この２期４年間の実績等を検証することなく、また、県労連、中立など１８５組合に及ぶ公正任命を求める団体署名などの世論を無視して、偏向任命に戻ってしまいました。


労働委員会は不当労働行為から労働者・労働組合を救済すること等を目的に設置された行政委員会であり、旧労働省は任命の基準として組合数や組合員数をもとに労働組合系統別に配慮するよう通達を出しています。また、労働者委員の連合独占は、札幌地裁が昨年１２月に北海道労働委員会労働者委員任命処分取消等請求事件において、北海道知事が行った任命処分は、「労組法上の推薦制度の趣旨を没却するもの」として「裁量権の逸脱・濫用にあたる」との認定がされ、判決は確定しています。


いま何よりも、財界が解雇規制撤廃などを要求する中で、違法な派遣や請負労働、解雇などの労使紛争が頻発していますが、その犠牲となっている労働者は、非正規と中小企業労組に集中しています。よって、県労働委員会に対する申立て等の持ち込みは、これらのたたかいを積極的に組織し、支援している県労連などが多数となっています。労働者委員の任命にあたっては、こうした事情なども考慮されなければなりません。


　今回の県の偏向任命は、多くの労働者・労働組合の労働委員会への信頼を喪失させ、制度そのものの形骸化を押し進める一因ともなります。県労連は、今回の偏向任命に強く抗議し、この県政を変えるために多くの労働組合と力をあわせて断固たたかう決意であることを表明しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今村 伸治（滋賀県労連副議長）














　激しい風雨をついて、１０００人が集まったストップＴＰＰ緊急集会は、ＴＰＰ反対の県民の意思をあらわしたものとなりました。


　しかし、集会に寄せられた嘉田知事のメッセージは、未来の党の代表であったときにかかげていた「脱ＴＰＰ」さえも後退をしている内容でした。


　メッセージは、ＴＰＰに参加すれば、ＧＤＰが3.2兆円増加するという試算のみで、「県の経済全体


にとっても押し上げ効果は少なからずある」と期待を示しています。


一方で、県の農業生産額の４０％にあたる２４９億円が減少するとされ、米と牛肉は半減、小麦や


牛乳・乳製品、豚肉は壊滅すると試算しているにもかかわらず、「情報提供と説明」を求めるだけ。国会論戦を通じて「守るべきものが守れないのがＴＰＰであること」が明らかになっており、知事のいう「国益をかけた交渉を臨む」などは、参加者の意に反するきわめて不見識なものと言わなければなりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　節木　三千代（日本共産党滋賀県委員会）








都道府県の役割、存在意義を考える討論集会


  　　日時：６月８日（土）13:20～17:00  場所：浜大津明日都ふれあいプラザ５F


　　　　基調講演　岡田知弘京大教授「都道府県の役割と道州制」（仮題）


     　 各分野報告　教育、福祉、農業、医療、琵琶湖の保全、防災・危機管理等





　自民、公明の与党は、都道府県を廃止して道州に再編することを目指す「道州制推進基本法案」を今国会に共同提出することで合意しました。基本法の目的は、道州制実施にむけた課題整理と必要な法整備をはじめ実施工程を定めることにあります。昨年９月に発表された自民党の基本法案では、国会議員や学識者30人以内で構成する道州制国民会議を設置、３年以内に道州の区割り等の基本事項を決定するとされています。また、こうした動きに呼応して以下のとおり各団体の動きが活発になっています。


(1) 経団連は、2月26日に自民党と意見交換、3月14日には、「道州制実現に向けた緊急提言」を発表、「道州制基本法」の早期制定、2018年までに道州制を確立するロードマップを提示。


(2) 道州制推進知事・指定都市市長連合（共同代表　村井宮城県知事、橋下大阪市長）は、2月12日、総務大臣に「道州制の早期実現に向けた取り組みを求める」要請文を提出。3月31日には自民、公明、民主、維新の会、みんなの党などの国会議員をそろえて道州制推進フォーラムを開催。


(3) 全国知事会は、1月23日に「道州制に関する基本的考え方」を発表、道州制は地方分権を推進ことなど７つの基本原則と国と地方の協議の場を活用して検討をすすめることや、国のあり方および国・道州・市町村の役割分担等9つの具体的検討課題を提示。


(4) 一貫して道州制に反対している全国町村会は、4月10日、「道州制は地方分権の名を借りた新たな集権体制を生み出すもの。税源が豊かで社会基盤が整っている大都市圏へのさらなる集中を招き、地域間格差は一層拡大する。道州における中心部と周縁部の格差も拡がり、道州と住民の距離が遠くなって、住民自治が埋没する懸念さえある」という趣旨の書簡を衆参議員に送付。


(5) 関西広域連合は、国が検討する道州制が、中央集権型の道州制にならないよう指摘していくとして、「道州制のあり方研究会」を3月2日付で設置。河川管理等の分野の検討も行いながら１年先には検討結果をとりまとめる予定。


(6) 滋賀県は、2月27日、職員による「広域行政のあり方研究会」を発足。具体の事務事業で道州制のメリット、デメリットを踏まえて論点整理を行う予定。


　このような状況の中で、滋賀自治研、滋賀自治労連、滋賀県職の共催で以下のとおり討論集会を開催します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　瓜生 昌弘（滋賀県職員組合執行委員長）











４月６日、大津市なぎさ公園で「ストップTPP!県民緊急集会」が開催されました。（主催：TPPから県民のいのちと暮らし／医療と食を守る県民会議）春の嵐が吹き荒れ集会は開催が危ぶまれましたが、１０００人の参加者で会場は熱気にあふれました。


主催者を代表して万木氏（JA滋賀中央会・会長）と笠原氏（滋賀県医師会・会長）が挨拶されました。嘉田知事からのメッセージが披露されましたが、県民の暮らしを顧みない内容に失笑が会場に広がり、抗議の声が飛びました。


意見表明として、医療分野を代表して柏木氏（看護師）が医療現場の実態から「ＴＰＰ参加は認められない」と鬼気迫る訴えをされ、会場の共感を呼んでいました。来賓挨拶では穀田氏（日本共産党・衆議院議員）が「首相の“守るために頑張る”はウソだった」と断罪し、「第一次産業中心の被災地が打撃を受ける」と被災地が強い影響を受けることを分析し「雨も嵐もＴＰＰも吹き飛ばそう。頑張ります」と締めくくられました。その後、県議会議長、対話の会の県会議員が発言しました。


集会宣言では「政府に対し参加しないことを要求する」「県民のいのちと暮らし、医療と食の確保と安全を守るための運動を県内各地からさらに進める」との内容を力強い拍手で確認しました。


閉会の挨拶では村西愛荘町長（滋賀県町村会長）が力強く反対を訴え、ガンバロウを三唱し、雨と風に負けず膳所駅と大津駅２コースに分かれて、にぎやかにデモ行進しました。


　山元 大造（滋賀県労連事務局長）











